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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第136期
第１四半期

連結累計(会計)期間

第137期
第１四半期

連結累計(会計)期間
第136期

会計期間
自 平成21年４月１日
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日
至 平成22年６月30日

自 平成21年４月１日
至 平成22年３月31日

売上高 (千円) 1,608,752 3,957,371 10,684,670

経常利益又は経常損失(△) (千円) △702,337 112,909 △2,132,660

四半期純利益又は
四半期(当期)純損失(△)

(千円) △704,851 91,575 △2,121,746

純資産額 (千円) 8,759,075 7,395,292 7,286,138

総資産額 (千円) 16,026,216 16,453,277 15,655,696

１株当たり純資産額 (円) 422.58 355.80 351.04

１株当たり四半期純利益金額
又は四半期(当期)純損失金額(△)

(円) △34.19 4.44 △102.91

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 54.4 44.6 46.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 111,733 △425,173 1,080,685

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △20,056 △35,711 △3,474

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △102,200 △252,595 △710,417

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 2,459,002 2,117,047 2,824,830

従業員数 (名) 574 609 602

(注)１　「売上高」には、消費税等は含まれておりません。

２　第136期第１四半期連結累計(会計)期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、希薄化

効果を有している潜在株式が存在せず、また、１株当たり四半期純損失であるため、第136期の「潜在株式調整

後１株当たり当期純利益金額」については、潜在株式が存在せず、また、１株当たり当期純損失であるため、第

137期第１四半期連結累計（会計）期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、潜在

株式が存在しないため、記載しておりません。

３　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標の推移については記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容

　について、重要な変更はありません。

　　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数（名） 609

(注) 従業員数は、就業人員であります。

　

(2) 提出会社の状況

平成22年６月30日現在

従業員数（名） 419

(注) 従業員数は、就業人員であります。 
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

当第１四半期連結会計期間における生産実績は、次のとおりであります。

区分 生産高（千円） 前年同四半期比（％）

成形機 4,477,844 ─

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　金額は、販売価格によっております。

　

(2) 受注実績

当第１四半期連結会計期間における受注実績は、次のとおりであります。

区分 受注高(千円)
前年同四半期比
（％）

受注残高(千円)
前年同四半期比
（％）

成形機 5,328,719─ 3,698,000─

（注) 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

(3) 販売実績

当第１四半期連結会計期間における販売実績は、次のとおりであります。

区分 販売高（千円） 前年同四半期比（％）

成形機 3,957,371 ─

(注) １　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２　主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先
前第１四半期連結会計期間 当第１四半期連結会計期間

販売高（千円） 割合（％） 販売高（千円） 割合（％）

マルカキカイ株式会社 ─ ─ 468,896 11.8

株式会社山善 ─ ─ 404,776 10.2

３　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項

のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ(当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

(1) 経営成績の分析

射出成形機の国内需要は、医療や日用雑貨品向けの需要が堅調でありましたが、他方では、生産拠点の

海外シフトが加速し、需要は緩やかな回復にとどまっております。また、海外につきましては、中国や南ア

ジアでの携帯電話やパソコン等のＩＴ・電子機器関連の需要が好調でありました。ダイカストマシンに

つきましても、ハードディスク等のＩＴ・電子機器関連の需要が堅調であり、加えて、自動車関連の設備

投資もアジアを中心に回復の兆しが見られました。この結果、受注高は回復基調にあり、前年同四半期比

132.8％増の53億２千８百万円となりました。また、売上高は、当第１四半期連結会計期間の受注高が大幅

に増加する一方、前連結会計年度末の受注残高が23億２千６百万円と低水準であったことから、前年同四

半期比146.0％増の39億５千７百万円となりました。

　当第１四半期連結会計期間における損益につきましては、売上高の増加やコストの引下げ等により黒字

への転換が図れ、営業利益９千１百万円、経常利益１億１千２百万円、四半期純利益９千１百万円となり

ました。

　

(2) 財政状態の分析

（流動資産）

当第１四半期連結会計期間末における流動資産の残高は、110億１千８百万円（前連結会計年度末は

101億２千８百万円）となり、８億９千万円増加いたしました。主な要因は、受取手形及び売掛金の増加

(38億５千５百万円から50億４千１百万円へ11億８千６百万円増）、たな卸資産の増加（31億９千６百万

円から35億１千３百万円へ３億１千６百万円増）及び現金及び預金の減少（28億３千４百万円から21億

２千７百万円へ７億７百万円減）であります。

　

（固定資産）

当第１四半期連結会計期間末における固定資産の残高は、54億３千４百万円(前連結会計年度末は55億

２千７百万円)となり、９千２百万円減少いたしました。主な要因は、減価償却等による有形固定資産の減

少(48億６千２百万円から48億７百万円へ５千５百万円減)及び無形固定資産の減少（４億７千万円から

４億４千万円へ３千万円減）であります。

　

（流動負債）

当第１四半期連結会計期間末における流動負債の残高は、64億３千１百万円（前連結会計年度末は65

億７千７百万円)となり、１億４千５百万円減少いたしました。主な要因は、短期借入資金の減少（29億円

から18億３千８百万円へ10億６千１百万円減）及び支払手形及び買掛金の増加（29億６千９百万円から

37億４千１百万円へ７億７千１百万円増）であります。

　

（固定負債）

当第１四半期連結会計期間末における固定負債の残高は、26億２千６百万円（前連結会計年度末は17

億９千２百万円）となり、８億３千４百万円増加いたしました。主な要因は、長期借入金の増加８億１千

１百万円によるものであります。

　

（純資産）

当第１四半期連結会計期間末における純資産の残高は、73億９千５百万円（前連結会計年度末は72億

８千６百万円）となり、１億９百万円増加いたしました。主な要因は、四半期純利益の計上による利益剰

余金の増加（28億４千９百万円から29億４千１百万円へ９千１百万円増）であります。
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(3)キャッシュ・フローの状況の分析

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、21億１千７百万円となり、前年同四半期

連結会計期間末と比べて、３億４千１百万円減少いたしました。当第１四半期連結会計期間に係る区分ご

とのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりです。　

　

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、４億２千５百万円の支出

となり、前年同四半期連結会計期間と比べて５億３千６百万円減少いたしました。主な要因としては、税

金等調整前四半期純利益が１億４百万円であったものの、受注及び売上高の増加に伴う売上債権及びた

な卸資産の増加等によるものであります。　

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、３千５百万円の支出とな

り、前年同四半期連結会計期間と比べて１千５百万円減少しております。主な要因としては、老朽化した

設備の入れ替え等によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、２億５千２百万円の支出

となり、前年同四半期連結会計期間と比べて１億５千万円減少しております。主な要因としては、余剰資

金の削減を目的として借入金の圧縮を行ったことによるものであります。

　

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生

じた課題はありません。

　

(5)研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は１億１千３百万円であります。 
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 80,000,000

計 80,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在

発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月11日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 20,703,000 20,703,000

 東京証券取引所
 市場第一部
 大阪証券取引所
 市場第一部

 単元株式数　
 は100株で
 あります。

計 20,703,000 20,703,000 ― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30日 ― 20,703,000― 2,506,512― 2,028,806

　

(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成22年３月31日）に基づく株主名簿による記

載をしております。

① 【発行済株式】

平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ―  ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ―  ―

議決権制限株式(その他) ―  ―  ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式　 　 87,200

―
株主としての権利内容に制
限のない、標準となる株式

完全議決権株式(その他) 普通株式  20,590,600            205,906  同上

単元未満株式 普通株式　 　 25,200 ―  同上

発行済株式総数 20,703,000 ―  ―

総株主の議決権 ―             205,906  ―

(注)１ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が5,200株（議決権52個）

含まれております。

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には当社所有の自己株式99株が含まれております。

　

② 【自己株式等】

 平成22年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

（自己保有株式）
東洋機械金属株式会社

兵庫県明石市二見町福里字
西之山523番の１

87,200 ― 87,200 0.42

計 ― 87,200 ― 87,200 0.42

(注)　当第１四半期会計期間末現在の所有株式数は87,554株であります。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 314 282 258

最低(円) 230 190 204

(注)　株価は、大阪証券取引所市場第一部におけるものであります。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当

第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間(平成21年４月１

日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日ま

で)に係る四半期連結財務諸表並びに当第１四半期連結会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日

まで)及び当第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)に係る四半期連結財

務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,127,047 2,834,830

受取手形及び売掛金 5,041,472 3,855,359

商品及び製品 1,998,202 1,712,991

仕掛品 925,479 908,447

原材料及び貯蔵品 589,630 575,288

その他 347,011 249,667

貸倒引当金 △9,969 △8,183

流動資産合計 11,018,874 10,128,401

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,439,205 2,478,263

機械装置及び運搬具（純額） 1,337,410 1,335,616

工具、器具及び備品（純額） 190,951 206,302

土地 814,347 814,347

リース資産（純額） 25,404 27,847

有形固定資産合計 ※1
 4,807,319

※1
 4,862,376

無形固定資産 440,535 470,698

投資その他の資産

投資有価証券 137,853 142,508

その他 92,906 95,994

貸倒引当金 △44,212 △44,284

投資その他の資産合計 186,547 194,218

固定資産合計 5,434,403 5,527,294

資産合計 16,453,277 15,655,696
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,741,371 2,969,478

短期借入金 ※2
 1,650,000

※2
 2,900,000

1年内返済予定の長期借入金 188,500 －

未払費用 256,174 361,479

未払法人税等 10,525 16,518

繰延税金負債 4,775 4,890

製品保証引当金 5,722 6,182

役員賞与引当金 2,775 －

その他 571,645 318,637

流動負債合計 6,431,489 6,577,185

固定負債

長期借入金 811,500 －

繰延税金負債 325,625 326,962

退職給付引当金 1,429,160 1,410,492

その他 60,209 54,916

固定負債合計 2,626,495 1,792,371

負債合計 9,057,984 8,369,557

純資産の部

株主資本

資本金 2,506,512 2,506,512

資本剰余金 2,028,834 2,028,834

利益剰余金 2,941,493 2,849,918

自己株式 △48,025 △47,961

株主資本合計 7,428,814 7,337,303

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,204 3,283

為替換算調整勘定 △92,634 △103,731

評価・換算差額等合計 △93,838 △100,447

少数株主持分 60,316 49,282

純資産合計 7,395,292 7,286,138

負債純資産合計 16,453,277 15,655,696
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

売上高 1,608,752 3,957,371

売上原価 1,669,149 3,084,559

売上総利益又は売上総損失（△） △60,397 872,811

販売費及び一般管理費 ※1
 696,226

※1
 780,857

営業利益又は営業損失（△） △756,623 91,954

営業外収益

受取利息及び配当金 1,740 1,600

固定資産賃貸料 21,280 21,280

為替差益 14,774 12,670

助成金収入 26,003 －

その他 3,488 1,575

営業外収益合計 67,287 37,126

営業外費用

支払利息 8,474 9,010

手形売却損 385 1,617

固定資産除却損 － 75

固定資産賃貸費用 2,084 2,212

その他 2,058 3,255

営業外費用合計 13,002 16,171

経常利益又は経常損失（△） △702,337 112,909

特別利益

貸倒引当金戻入額 3,847 －

固定資産売却益 2,295 －

特別利益合計 6,142 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 7,919

特別損失合計 － 7,919

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△696,194 104,990

法人税、住民税及び事業税 7,355 5,630

法人税等調整額 △1,222 △1,285

法人税等合計 6,132 4,344

少数株主損益調整前四半期純利益 － 100,645

少数株主利益 2,523 9,070

四半期純利益又は四半期純損失（△） △704,851 91,575
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四
半期純損失（△）

△696,194 104,990

減価償却費 241,391 185,149

貸倒引当金の増減額（△は減少） △6,637 1,714

製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,103 △460

退職給付引当金の増減額（△は減少） 1,983 18,667

役員賞与引当金の増減額（△は減少） － 2,775

受取利息及び受取配当金 △1,740 △1,600

支払利息 8,474 9,010

為替差損益（△は益） 5,409 692

売上債権の増減額（△は増加） 1,785,382 △1,179,405

たな卸資産の増減額（△は増加） 148,496 △368,047

仕入債務の増減額（△は減少） △1,428,389 761,356

未払消費税等の増減額（△は減少） 13,075 △3,288

未収消費税等の増減額（△は増加） 144,083 124,044

その他 △79,884 △70,728

小計 132,345 △415,128

利息及び配当金の受取額 1,740 1,600

利息の支払額 △15,761 △6,899

法人税等の支払額 △6,590 △4,745

営業活動によるキャッシュ・フロー 111,733 △425,173

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △27,069 △24,411

無形固定資産の取得による支出 － △11,300

有形固定資産の売却による収入 7,013 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △20,056 △35,711

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △100,000 △1,250,000

長期借入れによる収入 － 1,000,000

その他 △2,200 △2,595

財務活動によるキャッシュ・フロー △102,200 △252,595

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,605 5,698

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,917 △707,783

現金及び現金同等物の期首残高 2,461,920 2,824,830

現金及び現金同等物の四半期末残高 2,459,002 2,117,047
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。
　
【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

　「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

　　当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号　平成　

　20年３月31日)及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号　平

　成20年３月31日）を適用しております。これにより税金等調整前四半期純利益が7,919千円減少してお

　ります。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債務の変動額は、7,919千円であります。　　

　
【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

　「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則

等の一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日　内閣府令第５号）の適用に伴い、当第１四半期連結累計

期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

　

【簡便な会計処理】

当第１四半期連結会計期間(自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日)

　法人税等の算定方法

法人税等の納付税額の算定に関しては、加味する加減算項目や税額控除項目を重要なものに限定する方

法によっております。　　

　

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

※１　有形固定資産から控除した減価償却累計額 ※１　有形固定資産から控除した減価償却累計額

　 9,696,461千円　 　 9,561,028千円　

※２　貸出コミットメント契約

　　　当社においては、運転資金の効率的な調達を

　　行うため㈱三井住友銀行ほか２行と貸出コミッ

　　トメント契約を締結しております。当第１四半

　　期連結会計期間末における貸出コミットメント

　　に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

　　す。

　 貸出コミットメントの総額 2,500,000千円

　 借入実行残高 250,000千円 　
　 差引額 2,250,000千円

※２　貸出コミットメント契約

　　　当社においては、運転資金の効率的な調達を

　　行うため㈱三井住友銀行ほか２行と貸出コミッ

　　トメント契約を締結いたしました。当連結会計

　　年度末における貸出コミットメントに係る借入

　　未実行残高等は次のとおりであります。

 

　 貸出コミットメントの総額 2,500,000千円

　 借入実行残高 625,000千円 　
　 差引額 1,875,000千円
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(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとおり

であります。

 

給料及び賞与 　 278,942千円

退職給付費用 　 23,246千円

減価償却費 　 36,026千円

発送費 　 67,785千円

研究開発費 　 96,999千円

※１　販売費及び一般管理費の主なものは次のとお

　　　りであります。

　

給料及び賞与 　 273,943千円

役員賞与引当金繰入額 　 2,775千円

退職給付費用 　 14,796千円

減価償却費 　 26,501千円

発送費 　 103,572千円

研究開発費 　 113,885千円

　
(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日)

現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末残

高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係(平成21年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,469,002千円 　

預金期間が３ヵ月を超える
定期預金

△10,000千円 　

現金及び現金同等物 2,459,002千円 　

現金及び現金同等物の当第１四半期連結累計期間末残

高と当第１四半期連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係(平成22年６月30日現在）

現金及び預金勘定 2,127,047千円 　

預金期間が３ヵ月を超える
定期預金

△10,000千円 　

現金及び現金同等物 2,117,047千円 　

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末(平成22年６月30日)及び当第１四半期連結累計期間(自　平成22年４月１

日　至　平成22年６月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 20,703,000

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類 当第１四半期連結会計期間末

普通株式(株) 87,554

　

３　新株予約権等の四半期連結会計期間末残高

該当事項はありません。
　
４　配当に関する事項

(1) 配当金支払額

該当事項はありません。
　
(2) 基準日が当第１四半期連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計

期間の末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

当社取扱い製品をその種類、性質、製造方法、販売市場等の類似性にて判別したところ、同一事業種類の

売上高及び営業損益の金額が、全セグメントのそれぞれの90％を超えているため、事業の種類別セグメン

ト情報の記載を省略しております。
　
【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

全セグメントの売上高の合計に占める日本の割合が、90％を超えているため、所在地別セグメント情報

の記載を省略しております。
　
【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　 東アジア 東南アジア 米国 その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(千円) 663,169131,686 83,606 60,704 939,167

Ⅱ　連結売上高(千円) ─ ─ ─ ─ 1,608,752

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

41.2 8.2 5.2 3.8 58.4

(注)　１　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

（１）東アジア…………中国・韓国・香港

（２）東南アジア………タイ・マレーシア

（３）その他の地域……イタリア・スペイン

３　海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

　
【セグメント情報】

当社グループは、単一セグメントであるため、記載を省略しております。
　
（追加情報）

当第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号

　平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しております。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日)

前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

　 355.80円
　

　 351.04円
　

　
（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎

項目
当第１四半期連結会計期間末
（平成22年６月30日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額（千円） 7,395,292 7,286,138

普通株式に係る純資産額（千円） 7,334,975 7,236,856

差額の主な内訳（千円） 　 　

　少数株主持分 60,316 49,282

普通株式の発行済株式数（株） 20,703,000 20,703,000

普通株式の自己株式数（株） 87,554 87,299

１株当たり純資産額の算定に用いられた
普通株式の数（株）

20,615,446 20,615,701

　

２  １株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額

第１四半期連結累計期間

前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日 至　平成22年６月30日)

１株当たり四半期純損失金額(△) △34.19円
　

１株当たり四半期純利益金額 4.44円
　

(注) １．前第１四半期連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在せず、また１株当たり四半期純損失金額が計上されているため、当第１四半期

連結累計期間の「潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額」については、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益
又は四半期純損失（△）(千円)

△704,851 91,575

普通株式に係る四半期純利益又は
四半期純損失（△）(千円)

△704,851 91,575

普通株式の期中平均株式数(株) 20,618,433 20,615,533

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり四半期純利益の算定に含まれな
かった潜在株式について前連結会計年度末か
ら重要な変動がある場合の概要

― ─

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月11日

東洋機械金属株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    竹    伸    幸    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    川    佳    男    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

機械金属株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋機械金属株式会社及び連結子会社の平成

21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成22年８月11日

東洋機械金属株式会社

取締役会  御中

　

新日本有限責任監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    竹    伸    幸    印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    小    川    佳    男    印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東洋

機械金属株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四

半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにあ

る。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東洋機械金属株式会社及び連結子会社の平成

22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッ

シュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

　
 

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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